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　気候変動の深刻化や急激なコスト低下によって再生可能エネルギー100％
をめざす動きが世界的に広がっているが、日本のエネルギー政策は依然とし
て原発・石炭中心である。

　2018年度に予定されているIPCC1.5℃特別報告、COP24カ
トヴィツェ会議といった重要なイベントにあわせ、戦略的に情報
発信と自然エネルギー100%宣言の呼びかけを続ける。

　日本政府のエネルギー政策が、原子力・化石燃料中心の政策から再エネ中心
の政策へと転換する気運を高め、脱炭素経済を実現する。

　再生可能エネルギーをめぐる動向の調査を行い、ウェブサイト「自然エネ
ルギー100％プラットフォーム」等を通じて情報を発信し、自然エネルギー
100％宣言・賛同を募った。また、自然エネルギー100%や脱化石を提案する

今後の
展望

自然エネルギー100%プラットフォーム

COPで脱石炭・脱原発・再エネ転換を提言

■苦労した点
　自然エネルギー100％
が実現可能との研究があ
るが国内では、ほとんど
知られていない。

■工夫した点
　ソーシャルメディア広
告を活用し、当該テーマ
に関心をもっているであ
ろうユーザーに的を絞っ
た情報発信を行い、反響
を得た。

苦労した点と工夫した点

機会となる国際会議（COP等）や国内の
審議会等のプロセスをフォローし、提言
を行った。
　千葉商科大学が日本初の自然エネル
ギー100％宣言を行うなどの進展が見ら
れた。また、日本のエネルギー基本計画
の見直しにおいても、「再エネを主力電源
に」との議論が出るなど、気運が高まりつ
つある。


